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株式会社紀陽銀行（頭取：原口 裕之）は、和歌山県内の観光資源を活かし、持続可能な地域社会の実
現に貢献するため、「観光遺産産業化ファンド」へ出資しています。この度、本ファンドから投資をおこ
なっている株式会社ＤＭＣ高野山（代表取締役：大田原 博亮）の協力のもと、一般社団法人高野山宿坊
協会（理事長：山階 清隆、以下、高野山宿坊協会）が「高野山宿坊協会 中央案内所」を２０２３年 
１０月４日（水）にリニューアルオープンしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
新施設は、従来の宿坊予約や観光案内機能に加え、高野山の観光・参拝に役立つ新機能を取り揃え、

複合型の観光情報拠点として、高野山の観光課題である体験情報の一元化・滞在時間の増加の解決に寄
与します。 
紀陽銀行は、引き続き観光振興などを通じて、地元地域の活性化に貢献してまいります。 

記 

１．「高野山宿坊協会 中央案内所」について 

施 設 名 高野山宿坊協会 中央案内所 

所 在 地 和歌山県伊都郡高野町高野山６００番地 

営業時間 ８:３０～１７:００ 

定 休 日 年末年始 

駐 車 場 なし（近隣の駐車場をご利用ください） 

施設ＨＰ https://www.shukubo.net/contents/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．リニューアル内容について 
（１）高野山体験プラットフォーム「もっと高野山」の新設 

山内で分散する文化観光体験や自然体験の情報を集約し、一括申込みを実現しました。館内窓 
口はもちろん、館内設置のタブレット端末や宿坊協会のＷｅｂサイトからも、体験アクティビ 
ティの検索・予約が可能になりました。 

 「高野山宿坊協会 中央案内所」のリニューアルオープンについて 

～複合型観光情報拠点として生まれ変わりました～ 

リニューアルオープンセレモニーの様子 

 

１階内観 

https://www.shukubo.net/contents/


（２）「デジタル万華鏡」および「高野山ＧＰＳガイド端末」の導入 
高野山の多数の文化資源や伝統文化、自然について、最新のＩＣＴを導入することで、 
来訪者による情報へのアクセスが容易になりました。 

 
①デジタル万華鏡 
 ８６インチ４Ｋデジタルサイネージに、高野山の文化
遺産や伝統文化、自然などのビジュアルを一括表示。 
複数のビジュアルの中から気になる情報に直感的にア
クセスすることで、詳細情報や地図情報などを入手で
きます。これまで知らなかった高野山の魅力に出会う
ことができます。 

 
②高野山ＧＰＳガイド端末 

    貸出端末内で設定された周遊コース内の文化スポットに
来ると、GPS (屋外)やビーコン(屋内)に連動して、文化スポ
ットの具体的な情報を画面（写真と文字）と音声の両面か
ら入手できます。また、本端末から「もっと高野山」の体験
予約にも誘導できるよう予約ページのＱＲコードも表示され、
ユーザーのスマートフォンで予約が可能となります。 

 
 
 （３）高野山の自然に触れることができる自然ワークショップ「KOYA Green Workshop」を新設 

寺院や伽藍の修繕用材として保護されてきた高野六木
（こうやりくぼく)などの高野山の伝統的な森林を保
護・活用する「高野山寺領森林組合」による自然ワーク
ショップコーナー「KOYA Green Workshop」を設置。高
野山の伝統的な長い歴史の中で、高野山の森林・自然が
どのように彩りを添えてきたかを、手作りで作品を創
る中で理解できます。 

 
 
（４）高野山の魅力に浸るカフェ機能と、思い出を持ち帰るためのお土産ショップを新設 

「デジタル万華鏡」や「もっと高野山」など、高野山の情報に触れながらゆったりと伝統のお
茶を楽しむことができる「ふれあい茶房」や、高野山や和歌山県のお土産を販売するショップ
を新設します。 

 
３．株式会社ＤＭＣ高野山について 
  当行が出資している地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）の傘下で、観光遺産産業化ファンド
などの出資により設立されたまちづくり会社です。地域周遊観光を活性化させ地域経済の発展に貢
献することを目的としており、当行から人的支援もおこなっております。 

会 社 名 株式会社ＤＭＣ高野山 

所 在 地 和歌山県伊都郡高野町高野山７９９ 

代 表 者 代表取締役 大田原 博亮 

設 立 ２０２０年１０月 

事 業 内 容 
・地域資源を活用した地域活性化に関する事業 
・文化観光を推進する拠点運営 
・観光地域づくりのためのマーケティングおよびプロモーション 等 

以 上 

本取り組みは、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）のゴール８「働きがいも経済成長も」、

ゴール１１「住み続けられるまちづくりを」、ゴール１７「パートナーシップで目標を

達成しよう」につながる取り組みです。 


